
同校のA校長は教職員の心身の健康、 安全、 働きやすい環

境をつく ること を学校経営上の重要課題と いう 認識をしっか

り と 持ち、 機会をとらえて、 繰り 返し 、 校長の職務は教職員

の心身を守ること であると 語っています。

これは、 経済産業省が健康経営優良法人と して顕彰する際

にもっとも重要視する要件の一つです。 管理職は法的には労

務管理者であり 、 安全配慮義務を負っています。 給特法改正

などに伴い、 校長は在校等時間および勤務時間外の在校等時

間を 45 時間以下にすること など勤務時間の適正化を進める

責任もあり ます。

し かし 、 SNS上では、 大胆な業務削減を行う こ と なく 退

勤時間を守るよう 教職員に指導するだけの管理職に対する不

満の投稿が後を絶ちません。 そのよう な中、 A校長は、 働き

やすい職場環境をつく ることを目的とし た業務削減などを行

う こと を通じ て長時間勤務を減らし 、 教職員の心身の健康を

守る学校経営を続けています。 校長に求められる資質・ 能力

の一つである労務管理の本来のあり 方の手本と言えます。

B教諭は金久中学校赴任後、 A校長に衛生推進者に選任し

てほし いこと 、 衛生委員会を中心に労働安全衛生法を生かし

た職場改善に取り 組みたいと願い出まし た。 その時のこと に

ついて A校長は「 Bさ んの（ 職場改善に向けた）熱い思いと 、

どこでこんなに勉強し たんだろう と いう く らいの知識にこれ

は必要なこと だと 思い、 全教職員で研修をし なければいけな

い気持ちになった」と 語っています。

教職員の心身の健康管理に対するリーダーシップがある A校

長と労安活動の実践者であるB教諭という 両輪によって同校の

労安活動を中心にした働き方改革を進められています。

A校長は、 学期に1 回だった衛生委員会を 2 学期からは月

1 回開催に変更するこ と を決めまし た。 そこ で、 8 月にB教

諭を講師と し て労働安全衛生に係る法的知識、 活動内容など

について全教職員の共通理解を得ること を目的と し た職員研

修が開催さ れまし た。

A校長は、 こ の研修について「 職員が健康に安全に安心し

て快適に働く こと ができるためには、 自ら意見を述べる。 そ

し て意見を述べたこと が安全衛生のための措置に反映される

必要があるなど、職員、管理職にと っても大変参考になった」、

「 管理職が労安活動に主体的に取り 組むこと によって、 職場

における労働者の安全と 健康を確保し快適な職場環境作り が

職場改善は管理職の姿勢次第

研修を通じた教職員の意識改革

鹿児島県では教職員組合の活動の一環と して、 教職員が労

働関係法令および地方公務員法、 安全衛生に関わる行政から

の諸通知を学び合い、 その趣旨を踏まえた着実な労安活動、

活動結果の交流を続けているサークルがあり ます。 また、 法

令遵守に留まらず、 職場の課題解決型の労安活動を続けてい

るのが特徴です。

令和4 年度、 その実践交流サークルの一員だったB教諭が

金久中学校に赴任し てきまし た。 B教諭は、 長年にわたって

労働基準法を根拠に出退勤時間の記録、 年休の取り づらさ や

ハラスメ ント の有無などのアンケート を実施し 、 職場改善に

生かしてきました。 さ らに学習指導要領で定められた授業時

間数以上の予備の時数を減らし 、 放課後に教員が事務作業を

行う 時間確保などの働き方改革を中心的に進めてきた経験が

あり ます。

労安活動実践者の育成システム

●労働安全衛生活動がまったく 行われていない学校ではどの

よう な手続きで体制整備と 活動を始めればよいのかを学ぶ

好事例

●労働安全衛生の体制整備と 活動を始める前には法的根拠を

知り 、 活動により どんな職場をめざすのか合意形成が必要

●管理職が教職員の健康を守ると いう 基本的姿勢が不可欠

労働安全衛生活動（ 以下「 労安活動」と いう 。）が低調

だった学校が、 半年間で労安活動を活性化さ せ、 確実に

成果をあげつつある奄美市立金久中学校の活動事例の紹

介です。 奄美市内の小・ 中学校は、 奄美市教育委員会の

指導によって年間3 回以上の衛生委員会を開催すること

になっています。これまで金久中学校もその指導に従い、

衛生委員会を開催し てきまし た。

令和4 年4 月に労働安全衛生に関わる法令、 労安活動

に関わる県教育委員会からの通知を熟知し 、 業務改善、

長時間勤務を改善し てきた経験豊富な B教諭が赴任し て

きまし た。

現在、 同校は、 B教諭を中心と し て管理職の理解を得

ながら、 衛生委員会が推進役と なった職場改善を進めて

います。

団体の特徴的な取り 組み

5事例 奄美市立金久中学校
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できる」と 述べています。

教職員の当事者意識を育むこと が働き方改革、 また意識改

革を進める最重要ポイント になり ます。 同校の実践は、 その

点からも非常に優れています。

同校では衛生委員会開催が時程表に組み込まれており 、 メ

ンバーである管理職、 養護教諭、 学年主任、 職員団体の代表、

衛生推進者が確実に出席できるよう に工夫し ています。 9 月

になって開催された衛生委員会では、 それまで自分の思いを

発言すること がなかった教職員が涙を流し ながら思いを語る

場面もあったとのことで、 衛生委員会が参加者にとって心理

的安全性がある場になっていることが伺えます。

衛生委員会の目的は、 労働者の命と 健康を守るための職場

改善策を議論し 、 使用者に対して改善策の実行を求める法的

裏づけがある組織です。 つまり 、 管理職が労務管理に当たっ

て中核になる組織であることを認識する必要があります。

金久中学校の衛生委員会では、 職場環境改善の課題を明ら

かにするため全教職員を対象に 2 回（ 8 月、 2 月）のアンケー

ト 調査を行い、 自由記述も全教職員に開示すること を原則と

し ています（ 図）。 自由記述は無記名でもいいこと になってい

ます。 第1 回調査での自由記述では、 休憩場所や更衣の場所

の確保、 教室や職員室のクーラーの効きがよく ないこと など

作業管理に対する要望、 また生徒にエアコンフィ ルター清掃

をさ せるのは危険が伴う こと から、 必ず職員がするべきと い

う 生徒の安全確保に対する要望もあり まし た。

B教諭は「 管理職名で職場改善アンケート を取った場合には

教職員の本音が出せない場合もあり 、 衛生委員会としてアン

ケート をとることで教職員が安心して回答でき、 職場の声なき

声を拾える」と話しています。 アンケート 結果は衛生委員会で

審議を行い、 審議結果は全教職員に開示されます。

さ らに、 校長は教職員からの改善要望に対し てどのよう に

対応するかを全教職員に伝えています。 これによって、 職場

改善に対する当事者意識の醸成、 合意形成、 管理職と教職員

間の信頼関係を深めること につながっています。 衛生委員会

の活動を通じ て心理的安全性がある職場づく り を進めている

と も言えます。

業務改善に関し ても、 衛生委員会が全教職員を対象にアン

ケート 調査を行い、 それをもと に衛生委員会で審議、 職員会

議において合意形成が図られます。 ただし 、 業務の廃止は教

育課程編成にも影響を与えることから編成権がある校長が最

衛生委員会を活用した職場・業務改善

（ 図）

終決定を行う こ と になっています。 校長は「 教職員の意見が

半分に分かれる（ 業務の廃止・ 効率化）場合は、 教職員の健康

安全を優先し た判断を行いたい」と いう 方針を示し ています。

結果的に、 来年度の年間計画に組み込まれる行事などに関連

する見直し について、 集団宿泊学習2 泊3 日を 1 泊2 日、 夏

休み明けテスト の廃止（ 1、 2 年対象）、 家庭訪問の縮小（ 1 年

のみ実施。 2、 3 年は三者相談などの代替案で実施）と いう 判

断を示しまし た。 教職員の理解と 納得を得ながら業務改善を

進めているこの事例には学ぶべき点が多く あり ます。

衛生委員会の様子

金久中学校では職場の働き方改革の推進役として衛生委

員会が機能しています。 機能している要因の一つは、 校長

が学校経営の基本方針として教職員の命と健康を守ること

をあげていることです。 これは、 経済産業省が顕彰する健

康経営優良法人の要件として、ト ップが社員の命と健康を

守ることを経営方針として内外に宣言することと定めてい

るように極めて重要な観点です。 民間では健康経営を推進

することにより優秀な人材の確保と定着を図りつつ生産性

の向上を図る企業が増加しています。 民間動向を踏まえる

と組織のト ップである校長の資質・能力の一つとして教職

員の安全配慮義務の位置づけ、 人事評価においても教職員

の健康管理に関わる項目を入れる必要があります。

二つ目の要件は、 職場にB教諭のように学校の安全衛生

活動を担う中堅教職員を育成していく ことです。 B教諭は、

安全衛生活動に熱心な管理職や教職員がいる場合には活

動は活性化するが、 いなく なったとたんに活動が低調にな

ると述べています。

管理職をめざす中堅層教職員について労働関係法令を踏

まえた労安活動の実務能力を向上させる必要があります。

労働安全衛生法上の事業主である教育委員会には安全衛

生活動の推進者を育成する仕組みを構築する責任がありま

す。 また、 少数ですが職員団体の中には安全衛生活動の後

継者育成を行っている実践例もあることから、 教育委員会

もそのような実践例に学ぶ機会を積極的に設ける必要があ

ります。

取り 組みの評価・ 今後の展望

（ 藤川伸治）
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